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概 要 : 2000年6月の電波法改正が無線局免許の承継条件として「事業譲渡」を認めたこと
が、電波周波数資源に実質上の「私的所有権」を生成する可能性をもたらすこと
を米国での経緯に照らして説明した。この件に関して、不公正利得を防止し、長
期的な電波周波数資源の効率的使用を実現するため、上記私的所有権の成立を防
止する必要があることを主張し、そのための具体策を提案した。
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